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坂本 雄右

～水産業の温故知新～

養殖の100年史と近未来
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国内養殖業の歴史

◼ 国内外において海水魚養殖の開始時期は大差なく、1960年以降の取り組みで大きな差が生まれてきた

◼ 国内と海外の水産政策の歴史を振り返りつつ、今後の水産業界のテーマを見ていく

出所：野村證券作成

＜はじめに＞

海水魚養殖は約100年の歴史を迎える

1532 1615 1879 1893 1927 1960 1990 2025

淡水魚養殖

1960年

海水魚養殖
• ハマチ
• アジ
• タイコイ 真珠ウナギカキ マグロ

✓ 東京の深川にて服部倉次郎が試みた

✓ 浜名湖を適地とし、同氏が養殖場を建設

✓ 越後蒲原郡でコイの養殖が開始

✓ 錦鯉は食用の真鯉の突然変異とされる

✓ 室町時代の終わり頃、安芸国において養殖
が開始された

✓ 沖縄県本部町でクロマグロの養殖（畜養）
が本格的に開始

✓ 2002年に近畿大学が完全養殖に成功

✓ 香川県引田町の安戸池でハマチの養殖が
事業化された

1960年はマダイの人工種苗生産（日本）とサーモン養殖（ノルウェー）がスタートした年
養殖業は1960年に「よ～い・ドン！」だった

✓ 御木本幸吉（ミキモト創業者）が世界初の養
殖に成功



1. 水産・養殖業を取り巻く歴史、環境
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日本と世界の漁獲量の比較

◼ 日本は戦後から1985年にかけて漁獲量を増やした。天然漁獲量拡大のツケが資源不足と養殖技術、水産業の衰退へとつながった

◼ 水産業は、従来のタンパク源の確保に加え、持続可能性を重視する潮流との共存が求められている

出所：各種資料より野村證券作成

日本と世界の漁獲量比較

～1950年 1950年代～1985年 1990年代～2000年 2000年～2025年

人口

世界 25億人（1950年） 48.5億人（1985年） 61.6億人（2000年） 83.3億人（2025年）

日本 8,320万人（1950年） 1億2,080万人（1985年） 1億2,680万人（2000年） 1億2,065万人（2025年）

漁獲量

世界 2,000万ｔ（1950年） 8,000万ｔ（1985年） 1.38億ｔ（2000年） 2.28億ｔ（2023年）

日本 200万ｔ（1950年） 1,282万ｔ（1985年） 648万ｔ（2000年） 363万ｔ（2024年）

養殖量

世界 1,180万ｔ（1985年） 4,300万ｔ（2000年） 1.36億ｔ（2023年）

日本 111万ｔ（1985年） 129万ｔ（2000年） 84万ｔ（2024年）

タンパク源の確保が最優先 持続可能性を重視
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マイワシ

遠洋漁業

沖合漁業

沿岸漁業

海面養殖業

内水面漁業・ 養殖業

世界に逆行した日本の水産業界

◼ 戦後の食料難から漁業を強化し、早取りの日本として多く漁獲してきた

◼ 排他的経済水域の設定による海外漁場からの撤退、資源の枯渇の影響を大きく受けている

世界と日本の漁獲量の推移 日本の漁業・養殖業の生産量推移

注：左軸：日本、右軸：世界
出所：水産庁より野村證券作成
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◼ ノルウェーは1970年代から資源管理厳格化や補助金の廃止をして、効率化と収益性の向上を促してきた

◼ 一方で、日本は伝統的制度・現場を重視した結果、漁獲量減少や産地衰退に陥った

注：TAC：漁業全体での漁獲可能量
注：企業名の後の（）内は時価総額
出所：野村證券作成

日本とノルウェーの漁業政策の比較

日本 ノルウェー

資源管理手法 漁業者・地域重視主義、科学的評価の遅れ 科学的調査・TAC、厳格な割り当て管理

制度改正 2018年法改正から本格化 1970年代から段階的に導入

補助金 長期にわたり導入 補助金なし

持続性志向 近年からSDGs重視 早期から管理

社歴のある企業
極洋（548億円）、ニッスイ（3,000億円）、

マルハニチロ（1,600億円）
Mowi（1.5兆円）、Salmar（8,000億円）

代表魚種 ブリ、マダイ、ヒラメ、トラフグ サーモン、ティラピア、シーバス、ブリ

仕向け 国内仕向け（ブリ：生産量約20万ｔ、自国消費量20万ｔ） 海外仕向け（生産量：150万ｔ、自国消費量：5万ｔ）

漁業政策の比較
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ノルウェー漁業を襲った2つの危機と資源管理

◼ ノルウェーでは2度の資源危機を経て、資源管理が徹底され、定着した

◼ 資源管理により漁獲量のボラティリティは低下し、「ノルウェー」ブランドの確立により漁獲金額は右肩上がりとなっている

ニシン資源崩壊（1960年代後半～1970年代） ノルウェーの漁獲量と漁獲金額

タラ危機（1989年）

出所：上下共に各種資料より野村證券作成

✓ 1960年後半に唐突に漁獲量が減少し、ほ
ぼゼロに

✓ 漁獲能力が資源を上回ったこと、海水温度
の上昇などが原因

✓ ノルウェーとソビエト連邦の資源管理協定
により漁獲枠が決まっていたものの、それ
を超えても漁獲が可能になっていた

✓ 1989年には漁獲枠が1～4月に集中し、タ
ラのシーズン途中で、操業停止
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出所：ノルウェー統計局データより野村證券作成
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餌 種苗 淡水 海水 加工

Mowiの沿革とバリューチェーン

◼ 1964年にサーモン生産をスタートし、餌や加工までを垂直統合することで収益性の拡大を図った

◼ 垂直統合を進めつつ、他国企業をM&Aし、当初からの事業領域も大きく拡大させている

世界最大の養殖企業Mowiの歩みから学ぶ

Mowi当初からの事業 M&Aで拡大（1990年代）

出所：MowiHPより野村證券作成

≪Mowi社 事業領域拡大の変遷≫

1980-2005

Caledonian Salmon（フィンランド）やPillerton（スコットランド）他、国内養殖関連企業を買収

2006-2007

ノルウェー養殖3社（Pan Fish、Marine Harvest、Fjord Seafood）がMarine Harvestグループとして統合

2012

自社飼料部門を設立

2013

Marpol（ポーランド）を統合

2017

Sustainable Fish Farming（カナダ）、Culmarex Seafood（米国）を買収

2022

Arctic Fishの株式の51％を取得し、アイスランドに事業拡大

自社で新設（2012年）
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日本企業のグローバルへの挑戦と商機

◼ 日本からも「グローバルインテグレーション」で商機を見出す新興の養殖企業がでてきた

◼ オカムラ食品工業はサーモントラウト、グローバルオーシャンワークスはブリ・ハマチを商材とし、世界での商機を探る

欧米と日本のシステムの違い オカムラ食品の養殖場と生産能力

グローバルオーシャンワークスグループ

海洋産業
部門

オイル産業との代替効果

水産資源の統合セールス

餌・ミール
部門

水産半製品の総合・統合化

餌料、サプリ製造の内部化

養殖生産
部門

養殖・再生産システム内部
化

養殖・育成管理の内部化

一次加工 産地における一貫加工

国際物流 海運-空輸のトータル物流

Marketing

部門

消費地の二次加工・物流拠
点

消費者コミュニケーション

餌料
サプライ

養殖生産
（漁協）
（企業）
（組織）
加工機能

卸売
市場

資機材
サプライ

商社

種苗
サプライ

薬剤
サプライ

輸出

インテグレーション（欧米）
日本は分業

関連業 生産 流通

<ラトビア>1万ｔ/年（予定）

<青森>1.5万ｔ/年（キャパシティ）

<デンマーク>0.4万ｔ/年

出所：野村證券作成 出所：上下共に会社資料より野村證券作成

GOWグ
ループ

アクアブ
ルー

インターナ
ショナル・
マリン・プ
ロダクツ

グローバル
オーシャン
ワークス

鹿児島水産

グローバルオーシャ
ンワークス

ブリの製造加工
（米国仕向け）
7,486,675箇所

インターナショナ
ル・マリン・プロダ

クツ

水産品の輸入販売
（北米エリア）

アクアブルー
ブリの加工・販売
（国内、海外）

鹿児島水産 委託養殖事業
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海面漁業 内水面漁業 海面養殖業 内水面養殖業

天然資源の枯渇を背景に世界の養殖市場は急拡大

◼ 世界の養殖量を牽引するのは、コイ・フナ、紅・褐藻類である。2020年時点で養殖生産量の70％を占める
◼ グローバルで喫食機会が多く、人工種苗比率の高いエビ、サケ、マスは11.5％に留まる。供給面ではまだまだ不十分である

世界の漁業、養殖業生産量の推移 養殖の魚種

出所：左右共に水産庁より野村證券作成

（年）

（百万t）

（年）

（百万t）



2. 国内水産企業の未来と挑戦
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みどりの食料システム戦略における水産政策

◼ 日本では2050年に向けて、持続可能な社会の実現に向けて、「みどりの食料システム戦略」を掲げている

◼ 水産領域においては、とりわけ養殖業における技術革新に期待が集まっている

出所：水産庁公表資料より野村證券作成

みどりの食料システムが目指す2050年の姿

漁 業

養殖業

水産業全体

✓ 2030年までに、漁獲量を2010年度と同程度（444万トン）まで回復させる
（参考：2018年漁獲量331万トン）

✓ 2050年までに、ブリ、カンパチ、クロマグロ、ニホンウナギの人工種苗比率
100％を実現する（魚類養殖全体で80％を目指す）

✓ 2050年までに、環境負荷の大きい生餌給餌から環境負荷が少なく給餌効
率の良い配合飼料に100％転換する

✓ 2050年までに、配合飼料に占める天然資源に依存した魚粉の割合を現状
の約50％から20％に低減する

✓ 2040年までに、漁船の電化・燃料電池化等に関する技術の確立を目指す

⚫ 種苗生産技術の開発・改良により人
工種苗比率を向上

（魚類養殖の多くは天然種苗依存）
➢ ブリ：技術改良（育種）、普及（現在
の人工種苗比率：10％）

➢ カンパチ、クロマグロ：技術改良
（高品質種苗の安定供給が課題）

➢ ニホンウナギ：研究開発（技術の
実用化が課題）

⚫ 新規養殖対象魚種の開発
（アカアマダイ、アカムツ等）

人工種苗を用いた完全養殖
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期待される未来

飼料・生産効率の良い魚種の開発に挑むスタートアップ

養殖不可能と言われた魚種に挑戦する日本企業

水産業界のM&A、資本移動の事例
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農産／
畜産

農耕
1.2万年

✓ 長い歴史の中で、ほとんどが品種改
良種を食している

品種改良種

黒毛和牛

ヨークシャー

ブロイラー

あまおう

トウモロコシ

原 種

オーロックス

イノシシ

セキショク
ヤケイ

エゾヘビ
イチゴ

テオシント

まず品種改良の歴史を理解する

◼ 我々が普段口にする食材の多くは、長い年月をかけ、品種改良されてきたものである

◼ 水産物の品種改良は歴史が短く、まだ消費者に浸透していないものの、中長期的に必要不可欠な技術である

畜産や農作物の品種改良の歴史 品種改良手法の歴史と農産・畜産と水産物の比較

出所：左右共に野村證券作成

1.2万年前

1973年

1700年頃

1950年代

2012年～

分離育種法の導入

交雑育種法の成功

突然変異育種法（放射
線）の導入

遺伝子組換え技術の
開発に成功

1
品
種

ゲノム編集育種の開発

10年

30年

野菜

動物／果樹

～

水産
養殖
50年

（完全養殖）

✓ 30年かかる品種改良を行うだけの時
間（養殖の歴史）がなかったため、ほ
とんどが天然種である

⇒将来的には品種改良が進む

VS
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ゲノム編集魚のパイオニアの挑戦

◼ リージョナルフィッシュは、ゲノム編集飼料及び飼料添加物において、国内No.1の届出数である

◼ 日本の豊富な魚種を効率よく生産し、グローバルでマーケットを築いていくことができるかが鍵となる

天然魚とゲノム編集品種の変異数の比較 国内で届出されたゲノム編集飼料及び添加物

出所：リージョナルフィッシュHPより野村證券作成

№ 品目・品種（※） 系統 開発者等 上市年月

1 GABA高蓄積トマト (#87-17系統)
サナテック

ライフサイエンス

2021年
9月

2 可食部増量マダイ

（E189-E90系統）

リージョナル
フィッシュ

2021年
10月

（E361-E90系統、従来品種-

B224系統）2021年9月17日届
出系統の追加系統

2023年
1月

3 高成長トラフグ

（4D-4D系統）

リージョナル
フィッシュ

2021年
11月

（従来系統-4D系統）
2021年10月29日届出系統の追

加系統

2023年
1月

4
PH1V69 CRISPR-Cas9

ワキシートウモロコシ
－

パイオニア・
ハイブレッド・

インターナショナル
上市未定

5 GABA高蓄積トマト (#206-4系統)
サナテック

ライフサイエンス
上市未定

6 高成長ヒラメ （8D系統）
リージョナル
フィッシュ

2024年
4月

7 高小型塊茎数ジャガイモ （JA36）
The J.R. Simplot 

Company 
上市未定

8 可食部増量ティラピア （13D系統）
リージョナル
フィッシュ

上市未定

（※）ゲノム編集技術で改変する前の品種・系統が異なる場合は別生物として掲載
注：2025年5月21日現在
出所：農林水産省HPより野村證券作成

天然魚 ゲノム編集品種

変異箇所 7,486,675箇所 1箇所

全ゲノムに対する
割合

0.996% 0.00000013%

全ゲノム
(752,042,544塩基)

天然魚における変異箇所
(7,486,675箇所)

ゲノム編集変異箇所
(わずか1箇所)

マダイにおける、ゲノム編集品種と天然魚の変異
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64
%

9%

17%

50%

魚粉
植物性たんぱく質と炭水化物
植物性油
魚油
濃縮魚タンパク質

配合飼料開発

◼ 養殖飼料は、持続可能性の観点からも魚粉比率の低下が求められている

◼ 代替として昆虫や微細藻類に加えて、魚の嗅覚分析から香料を活用した新たな飼料開発が進んでいる

サーモン飼料とブリ飼料における魚粉比率 養魚飼料開発

出所：フィードワン開示資料、サーモンアカデミーより野村證券作成

2022年

サーモン飼料

ブリ飼料

45%

14%

12%

29%

魚粉 穀類 植物性油かす類 その他

昆虫

⚫ 蚕、ミールワーム、コオロギなど

⚫ アメリカミズアブは高品質タンパク質、脂質も多く注目されている

微細藻類

⚫ DHA：オーランチオキトリウム、 EPA：ナンノクロロプシス

⚫ タンパク質：ユーグレナ、クロレラ、フィエダクチラム

香料

⚫ 魚粉の匂いを分析し、摂餌誘因物質（養魚用飼料に使用可能な物質で製造）を
餌に添着

水棲無脊椎動物

⚫ 大量培養が可能となれば、ヨコエビ、ゴカイにも期待

出所：野村證券作成

1990年

2022年
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期待される未来

飼料・生産効率の良い魚種の開発に挑むスタートアップ

養殖不可能と言われた魚種に挑戦する日本企業

水産業界のM&A、資本移動の事例
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日本企業のグローバルへの挑戦と商機

◼ ニホンウナギ人工種苗の生産コストは1尾当たり40,127円から1,821円まで低下した

◼ 天然種苗との乖離はあるものの、大量生産に向け、官民でチャレンジが続く

ウナギの人工種苗の価格推移 新日本科学とニッスイの共同研究

ウナギ種苗量産用水槽（水研機構・ヤンマー・マリノフォーラム21）

ニッスイSNBL

✓ 2014年に研究開発に着手

✓ 2017年に成功し、2019年には鹿児
島沖永良部島に研究施設を建設

✓ 複数の試食会を実施

✓ 2001年にニホンウナギの人工種
苗生産の研究開発に着手

✓ 2007年に人工種苗生産に成功も、
2009年に研究開発を中断

ニホンウナギの基礎知見 ブリ人工種苗量産技術

出所：水産庁資料をもとに野村證券作成

出所：農林水産省統計をもとに野村證券作成

注：特開2025-117299

出所：特許庁ウェブサイトを引用

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

2016 2020 2023

消耗品その他経費

人件費

光熱費

39.000

41.000

37.000

35.000

33.000

31.000

29.000

（年）

（円）
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アオリイカの完全養殖への挑戦

◼ イカは漁獲量の減少が著しい。一方でイカの養殖は、水槽にぶつかる、共食いする、生餌しか食べないと言われ、不可能とされてきた

◼ 沖縄のKwahuu Oceanはイカの行動学等からのアプローチで累代飼育10代を達成し、商業化への可能性を見出した

イカの漁獲量推移

出所：農林水産省統計をもとに野村證券作成

Kwahuu Oceanの取り組み

-2017

中島社長がテキサス大学医学部頭足類研究所（NRCC）にて研究を開始。

その後、琉球大学理学部頭足類研究にて共同研究を開始。
2017

沖縄科学技術大学院大学（OIST）にてシロイカ型の飼育開始。

10種類以上の頭足類の飼育実験を実施
主目的は「動物行動の数理モデル作成」であり、行動、神経生理、遺伝子
を中心に研究を継続
2022

OISTミラーユニットのメンバーとして、アオリイカの累代飼育世界記録

を更新
2024

Kwahuu Oceanを設立

0

10

20

30

40

50

60

70

80
さけ･ます類

あじ類

さんま

いか類

（万t）

（年）

出所：会社HPより野村證券作成
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期待される未来

飼料・生産効率の良い魚種の開発に挑むスタートアップ

養殖不可能と言われた魚種に挑戦する日本企業

水産業界のM&A事例
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水産関連企業のM&A動向

◼ 水産関連企業のM&Aにおいては、国内企業による海外の水産関連企業の買収が増加傾向にある

◼ グローバルでの垂直統合と市場開拓を推進する動きが増加しており、日本企業も海外での商機を探っている

水産関連企業のM&A動向 IN-OUT M&Aの事例

注：IN-INは国内企業同士、IN-OUTは国内企業の海外企業買収
出所：各社公表資料より野村證券作成

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

IN-IN IN-OUT

Cermaq Group ASによるGrieg Seafoodの買収

⚫ 三菱商事は、完全子会社であるCermaq Group ASを通じ、Grieg Seafood傘
下にあるサーモン養殖3事業を取得（2025年）。

マルハニチロのVDLグループの買収

⚫ マルハニチロはオランダのVDLグループを子会社化し、大西洋地域での原料調
達力と加工機能の強化を図る（2025年）。

Musholm A/SによるRBAの買収

⚫ オカムラ食品工業の子会社であるMusholm A/SはラトビアのRiga Bay 

Aquacultureを買収。ラトビアにおける1万tの養殖ライセンスを取得（2025年）。 

旭食品によるThe Fish Factory Australiaの買収

⚫ 旭食品はThe Fish Factory Australia Pty Ltdの株式を取得。アジアに続いて、
オセアニアへ水産加工品の卸売事業を拡大させる（2024年）。

（件）

出所：各社公表資料より野村證券作成
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